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研究成果の概要：  
わが国における近年の中高一貫制の実施や高大連携あるいは幼小連携といった制度改革や改
善は、すでにわが国の 6・3・3教育制度の根幹を揺るがすものとなっている。本学術調査は、
わが国の教育制度研究者が中心となり、アメリカのいじめ研究者あるいはカリキュラム研究者
との共同調査によって、移行期の年齢層の新たな教育制度の創造を目指すものである。 
結論としては、6･3･3 制の区切りを含む義務教育制度の再編問題は、教員養成や子どもの発
達あるいはカリキュラムなど総合的な視点からとらえる必要がある。とくにいじめや不登校な
どの問題行動をなくすためには、初等・中等教育の制度的区切りを変更する必要があり、また
長期インターンシップ等を組み込んだ教員養成プログラムのほか、教職経験を有するカウンセ
ラーの配置、学校における教師の意識統一や協働体制の確立、学習集団の見直し等が重要な課
題となる。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 
 直接経費 間接経費 合 計 
２００５年度 2,000,000 0 2,000,000 
２００６年度 2,100,000 0 2,100,000 
２００７年度 1,200,000 360,000 1,560,000 
２００８年度 3,100,000 930,000 4,030,000 
  年度  
総 計 8,400,000 1,290,000 9,690,000 
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１．研究開始当初の背景 
本学術調査に取組む着想の原点は、わが国
ではいじめや不登校あるいは暴力行為など
が小学校から中学校への移行期に集中し、と
くにいじめの発生件数が中学校１年次にピ
ークに達していること、不登校についても小
学校高学年から増え始め中学校１年次に急
激な増加をみせているといった諸外国とは
異なった事実を制度的にどう考えたらよい
かという問題意識にあった。こうした問題意
識は、学校教育をめぐる問題を教員養成、子
どもの発達あるいはカリキュラムの視点か
ら義務教育制度の区切りの変更と結びつけ、
社会的実験として試行しているアメリカの
教育事情を参考にするという認識に変化し
た。 
具体的には、米国のミズーリ州全体で 61
の多様な学校タイプを有し、とくにコロンビ
ア学区では 5-3-4、6-6、4-4-4、5-2-2 制な
どの制度実験が試行されていることに注目
した。わが国において、いじめ、不登校、暴
力行為が小学校から中学校への移行期及び
中学校において最も多く発生する背景や要
因分析は、教育学をはじめ社会学や心理学な
どの分野でも数多く研究対象とされている
が、教育制度の上からこれを取り上げて追究
しようとする研究はほとんどなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、教師・子ども・カリキュ
ラムの３つの視点から、米国ミズーリ州コロ
ンビア学区で試行実験している義務教育制
度の総合的再編の全体状況を調査し、わが国
の義務教育制度の今日的課題への示唆を得
ることであった。 
 
３．研究の方法 
上記の目的を達成するために、次の３つの
アプローチから実証的かつ集約的な調査研
究を実施した。 
(1)義務教育教員の養成の観点から 
ミズーリ州及び同州コロンビア学区にお
ける義務教育教員の養成施策とミズーリ
大学教育学部・大学院の教員養成プログラ
ムの実際を調査し、近年の教員養成制度改
革の理念と現状を把握するとともに、養成
施策と養成プログラムとの関係を明らか
にする。 
(2)子どもの発達の観点から 
ミズーリ州における全体状況とともに、コ
ロンビア学区におけるいじめや不登校な
ど問題行動の発生の具体的状況を明らか
にするとともに、子どもや教師、専門家に
対する調査を通して子どもの学習・成長発
達の特性との関係において問題行動の背
景・要因及び解決のための方策を明らかに
する。 
(3)カリキュラムの体系化の観点から 
ミズーリ州における教育課程に関する規
程をはじめ、コロンビア学区における教育
課程の構造・特色を明らかにするとともに、
授業実践事例や研究授業の参与観察等を
通して授業内容・方法の考察を行い、子ど
もの発達の特性との関係や学校制度の区
切り変更とのつながりを解明する。 
 
４．研究成果 
本学術調査の遂行によって得られた知見
もしくは研究成果は、以下のとおりである。 
(1)ミズーリ州コロンビア学区において、前
期中等教育段階は２年制の「ミドルスク
ール」「ジュニアハイスクール」に区分さ
れるが、進学に際して生徒集団が維持さ
れるように運用され、「異なる校舎におけ
る４年一貫教育」の提供がめざされてい
る。 
(2)ミドルスクールでは、「チーム」と呼ば
れる100～200名程度の生徒グループを形
成し、それぞれのグループに対して５名
の担任教師団（国語(英語)、数学、理科、
社会の担当教師を必ず含む）が組織され
る。各チームは５つの学習集団に区分さ
れ、当該教師団は担任チームの授業のみ
を担当する。 
(3)ジュニアハイスクールにおいても、チー
ム制は保持されるが、数学を中心に習熟
度別授業が展開され、また選択科目も導
入されることによって、一部の科目にお
いては通常とは異なる学習集団が形成さ
れる。また、ハイスクールでは、完全な
教科担任制に移行し、日本的な意味での
クラス担任は配置されず、生徒指導・進
路指導はスクールカウンセラーが担当す
る。 
(4)コロンビア学区におけるいじめ・不登校
等の問題行動は、学年を追うごとに増加
し、とくにいじめに関しては、日本の学
校におけるいじめの発生傾向とは異なっ
ていた。 
(5)ミズーリ大学コロンビア校は、義務教育
を含む学校教育に対する教員研修プログ
ラム及び高度な教育指導者養成プログラ
ムを提供し、とくに子どもの問題行動に
関する実践的コースやインターンシップ
の機会を多く用意している。 
(6)ミズーリ州では、教育の質的水準の維
持・向上のために教育委員会による教育
の質チェックが厳しく行われ、従来の教
育養成に代わるオールタナティブな教師
教育改革が進行している。 
(7)コロンビア学区では、生徒の問題行動を
解決するために「多様性」「平等」あるい
は「悩み・問題」について教師と生徒と
の話し合いの機会が設けられ、またカウ
ンセラーに教職経験を求める動きもみら
れる。 
(8)学校全体としていじめ問題への意識統
一や協働体制が設備され、教師の学校現
場での混乱や多忙さ、あるいは疲労の状
況はわが国の場合と比べて比較的少ない。 
(9)教師間あるいは保護者との議論の場に
関しては、わが国の場合は生徒の問題行
動や課外活動について多くみられるが、
ミズーリ州ではむしろ生徒の学習面の方
が大きな関心事になっている。 
(10)アメリカの教員養成カリキュラムにお
いては、生徒の問題行動に関係した活動
を通して専門性を高める経験を積み上げ
ていくことが重視されている。 
(11) ア メリカではグレイド制 (grade 
system)が社会一般に普及し、必ずしもわ
が国のような学校段階と国民意識とが直
接結びついていない。そのため、わが国
と異なりいじめ発生は学年を追うごとに
増加するという特徴をもつ。 
(12)これまで5－2－2－3制をとっていたコ
ロンビア学区では、児童・生徒の移行時
期が多いことを主な理由として、再び以
前の 5－3－4 制へと再移行することにな
った。教員の異動をどう行うかが大きな
問題となっている。 
(13)ミドルスクールに顕著にみられた生徒
の問題行動について、最近ではサイバー
ブリングというITによるいじめが増加し
ている。 
(14)教員養成において、教員の待遇が悪い
こと、社会的地位が低いこと、担当授業
コマ数が多いことなどから教員不足が問
題となり、学区では能力給の導入や給料
を上げることを検討している。また、伝
統的な教員養成に代わって学士卒の
ATC(Alternative Teacher Certificate)
と呼ばれる養成がすでに半数以上に普及
し、勤務しながら修士号を取る教員が増
えてきている。 
(15)学力向上を目指し、第３学年～８学年
までのすべての児童・生徒が、毎年、数
学と国語の州統一テストを受けるととも
に、放課後や夏期を利用したテスト準備
教育が盛んになっている。 
(16)生徒の学力差問題と中等学校における
トラッキングの影響で、ドロップアウト
する者が多く、オールタナティブ・ハイ
スクールへ移行する者が増加してきてい
る。とくに学力差が大きいことと関連し
て、アカウンタビリティ（説明責任）の
気運が高まっている。 
こうした海外学術調査の結果をわが国
において実施した関連調査の結果に結び
つけ、比較視点から考察した場合、わが国
の６・３制の区切りのメリット・デメリッ
トが明確になり、そのため教育現場におけ
る子どもの問題行動の解決を図り、学習向
上をめざす義務教育制度の再編や開発の
研究の必要性を浮き彫りにすることがで
きた。また、同時に義務教育教員の適格性
や専門性の向上をめざす教員養成改革の
必要性も指摘することができた。 
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